
令和６年４月 22日 

教育部学校教育課 

 

いじめ防止のさらなる強化に向けた取組の推進について 

 

平成 27年に起きた本市児童の自死事件について「豊見城市いじめ問題専門委員会」よ

り、市教育委員会、学校に対し以下の内容について提言がなされたことを受け、市教育委

員会と学校が連携協力し、本件のような痛ましい事案が二度と繰り返されぬよう、提言

内容に沿った取り組みを続けていく。 

 

提 言 内 容 

⑴ いじめに関する意識改革 

① いじめの定義の正確な理解 

② 重篤でないいじめでも自死を引き起こす可能性があることの理解の周知 

③ いじめを積極的に探索して見つけ出すことの重要性 

④ いじめへの組織的対応 

⑤ 養護教諭の積極的活用 

 ⑥ 研修の実施 

⑵ 教育委員会の職責を適切に果たすこと 

 ① 積極的認知とその評価 

 ② 重大事態の認定 

 ③ 指導的立場の再確認 

⑶ 新たな施策の導入―いじめ防止対策に従事する専任教員の配置 

⑷ 基本方針の着実な実践と検証及び改善 

 

【具体の取り組みについて】 

(1)「いじめに関する意識改革」については、『いじめの定義の正確な理解』、『些

細ないじめも重大事態につながる可能性の理解』、『いじめの積極的認知』に

ついて、市内小中合同研修会、校長会・教頭会、生徒指導主任研修会、養護

教諭研究会等にて、いじめを含めた生徒指導及び、児童生徒理解に係る研修

を実施している。 

また、各学校については、策定が義務づけられている「校内いじめ防止基本

方針」の共通理解及び、全職員対象の「いじめ対応」に特化した校内研修を実

施している。研修内容については、学校で取組に差が生じないよう、諸研修

を始め情報・資料提供等で引き続き支援していく。 

(2)「教育委員会の職責を適切に果たすこと」については、いじめ対応を指導す



る立場として、いじめ防止対策に関する知識や理解を深める為、常に国の方

針や取り組み等について、最新の知識と情報を得る等して対応スキルを高め、

「いじめの積極的認知の評価」や「重大事態の認定」、「指導的立場の再確認」

等、学校への適切な支援及び指導助言ができるよう引き続き取り組んでいく。 

(3)「新たな施策の導入-いじめ防止対策に従事する専任教員の配置」について

は、いじめ防止対策に従事する専任教職員配置は行っていないが、現在（R6

年度）、市内各４中学校に、いじめ・不登校・問題行動に対する未然防止、初

期対応、自立支援を専任で担当する「児童生徒支援加配教員」を要望し、配

置ができている。 

また、教職員の配置については、市町村立学校職員給与負担法の観点から

も沖縄県による人事配置の対応となることから、沖縄県に対し、いじめ防止

対策に専任として従事する教職員配置を要望している。 

今後、中学校同様に小学校においても「児童生徒支援加配教員」の配置が必

要であると考えていることから、沖縄県に対し小学校への配置も継続して要

望していく。 

(4)「基本方針の着実な実践と検証及び改善」については、「校内いじめ防止基

本方針」の職員の共通理解、方針自体の点検・評価・改善（ＰＤＣＡサイク

ル機能）の必要性を訴え毎年度更新を指導している。現状として、取り組み

に学校間差が見られるため、引き続き「本方針」及び「いじめ防止対策委員

会」が、形骸化することなく実効性のある行動目標となるよう支援・指導を

図っていく。 

 

【その他、市独自のいじめ防止対策の取り組み】 

①道徳科授業・特別活動の充実 

（授業参観による指導助言〔初任研、中堅研等〕） 

②教育相談の充実 

（教育相談学校訪問、教育相談員、こころの教室相談員等派遣） 

③情報モラル教育の充実 

④市いじめアンケートの実施 

⑤学校いじめ防止委員会の実施（年 4回） 

⑥スクールソーシャルワーカーの派遣 

⑦特別支援教育支援員、学習支援補助員の配置 

⑧教育相談担当者連絡会の開催 

⑨ＱＵの活用(全小中学校実施) 

⑩弁護士による「人権の話（命の授業）」 

⑪スクールロイヤー制度の導入 



（・子ども人権を守る・教職員の対処スキルの向上） 

 

 

 

５ 今後の豊見城市教育委員会の対応 

いじめ対策を含め、子どもの健全育成のために不断の努力を続けて行く。 
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